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利益及び損失の処理に係る根拠法令等

■地方独立行政法人法

（中期計画）

第２６条 地方独立行政法人は、前条第１項の指示を受けたときは、中期目標に基づき、設立団体の規則で

定めるところにより、当該中期目標を達成するための計画（以下「中期計画」という。）を作成し、設立

団体の長の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

２ 中期計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

二 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

三 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

四 短期借入金の限度額

五 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画

六 剰余金の使途

七 その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項

３ 設立団体の長は、第１項の認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければ

ならない。

４ 設立団体の長は、第１項の認可をした中期計画が前条第２項第２号から第５号までに掲げる事項の適正

かつ確実な実施上不適当となったと認めるときは、その中期計画を変更すべきことを命ずることができる。

５ 地方独立行政法人は、第１項の認可を受けたときは、遅滞なく、その中期計画を公表しなければならな

い。

（利益及び損失の処理等）

第４０条 地方独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において利益を生じたときは、前事業年度から繰り

越した損失をうめ、なお残余があるときは、その残余の額は、積立金として整理しなければならない。た

だし、第３項の規定により同項の使途に充てる場合は、この限りでない。

２ 地方独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において損失を生じたときは、前項の規定による積立金を

減額して整理し、なお不足があるときは、その不足額は、繰越欠損金として整理しなければならない。

３ 地方独立行政法人は、毎事業年度、第１項に規定する残余があるときは、設立団体の長の承認を受けて、

その残余の額の全部又は一部を翌事業年度に係る認可中期計画の第２６条第２項第６号の剰余金の使途

に充てることができる。

４ 地方独立行政法人は、中期目標の期間の最後の事業年度に係る第１項又は第２項の規定による整理を行

った後、第１項の規定による積立金があるときは、その額に相当する金額のうち設立団体の長の承認を受

けた金額を、当該中期目標の期間の次の中期目標の期間に係る認可中期計画の定めるところにより、当該

次の中期目標の期間における業務の財源に充てることができる。

５ 設立団体の長は、前２項の規定による承認をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴

かなければならない。

６ 地方独立行政法人は、第４項に規定する積立金の額に相当する金額から同項の規定による承認を受けた

金額を控除してなお残余があるときは、その残余の額を設立団体に納付しなければならない。

７ 前３項に定めるもののほか、納付金の納付の手続その他積立金の処分に関し必要な事項は、設立団体の

規則で定める。

（財源措置）

第４２条 設立団体は、地方独立行政法人に対し、その業務の財源に充てるために必要な金額の全部又は一

部に相当する金額を交付することができる。
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（利益及び損失の処理の特例）

第８４条 公営企業型地方独立行政法人が、毎事業年度、第４０条第１項に規定する残余の額の全部又は一

部を翌事業年度に係る認可中期計画の第２６条第２項第６号の剰余金の使途に充てる場合には、第４０条

第３項の規定にかかわらず、設立団体の長の承認を受けることを要しない。

■地方独立行政法人法施行細則（平成22年岐阜県規則第47号）

（剰余金のうち中期計画に定める使途に充てられる額の承認の手続）

第１２条 法人は、法第４０条第３項の承認を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を知事

に提出しなければならない。

一 承認を受けようとする金額

二 前号の金額を充てようとする剰余金の使途

２ 前項の申請書には、法第４０条第１項に規定する残余がある事業年度の事業年度末の貸借対照表、当該事業

年度の損益計算書その他知事が必要と認める事項を記載した書類を添付しなければならない。

（積立金の処分に係る承認の手続）

第１３条 法人は、中期目標の期間の最後の事業年度（以下「期間最後の事業年度」という。）に係る法第４０条

第１項又は第２項の規定による整理を行った後、同条第１項の規定による積立金がある場合において、その額

に相当する金額の全部又は一部を同条第４項の規定により当該中期目標の期間の次の中期目標の期間における

業務の財源に充てようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を知事に提出し、当該次の中期目標の

期間の最初の事業年度の６月３０日までに、同項の規定による承認を受けなければならない。

一 承認を受けようとする金額

二 前号の金額を財源に充てようとする業務の内容

２ 前項の申請書には、当該期間最後の事業年度の事業年度末の貸借対照表及び当該期間最後の事業年度の損益

計算書その他知事が必要と認める事項を記載した書類を添付しなければならない。

（納付金の納付の手続）

第１４条 法人は、法第４０条第６項に規定する残余があるときは、同項の規定による納付金（以下「納付金」

という。）の計算書に、当該期間最後の事業年度の事業年度末の貸借対照表、当該期間最後の事業年度の損益計

算書その他の当該納付金の計算の基礎を明らかにした書類を添付して、当該期間最後の事業年度の次の事業年

度の６月３０日までに、これを知事に提出しなければならない。ただし、前条第１項の申請書を提出したとき

は、これに添付した同条第２項に規定する書類を重ねて提出することを要しない。

（納付金の納付期限）

第１５条 納付金は、期間最後の事業年度の次の事業年度の７月１０日までに納付しなければならない。
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■地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解

第71 法第40条第3項による承認の額

利益の処分に関する書類において、目的積立金として整理しようとするときは、「地方独立行政法人法第40

条第3項により設立団体の長の承認を受けた額」（承認前にあっては「地方独立行政法人法第40条第3項により

設立団体の長の承認を受けようとする額」）としてその総額を表示しなければならない。（参考）

＜参考＞経営努力認定の考え方について

1 利益の処分に関する書類における「法第40条第3項により設立団体の長の承認を受けた額」（承認前にあ

っては「法第40条第3項により設立団体の長の承認を受けようとする額」）は、地方独立行政法人の当該事

業年度における経営努力により生じたとされる額である。

2 上記1の額の処分先としては、地方独立行政法人自体の動機付け確保の観点から、設立団体の長の承認を

得て中期計画で定められることとなるが、地方独立行政法人の公共性等の性質により、その処分内容につ

いてはいかなるものであっても認められるというものではなく、合理的な使途でなければならない。

3 「法第40条第3項により設立団体の長の承認を受けた額」が、地方独立行政法人の経営努力により生じた

ものであることについては、地方独立行政法人が自らその根拠を示すものとする。

4 具体的には、以下の考え方によるものとする。

(1) 運営費交付金及び国又は地方公共団体からの補助金等に基づく収益以外の収益（「第24行政サービス実

施コスト」に定める、業務費用から控除すべき収入をいう。）から生じた利益については、経営努力によ

り生じたものとする。

(2) 中期計画（年度計画）の記載内容に照らして、本来行うべき業務を効率的に行ったために費用が減少し

た場合には、その結果発生したものについては、原則として経営努力によるものとする。（本来行うべき

業務を行わなかったために費用が減少したことと認められる場合には、経営努力によらないものとする。）

(3) その他地方独立行政法人において経営努力によることを立証した場合は、経営努力により生じたものと

する。

第78 運営費交付金の会計処理

1 地方独立行政法人が運営費交付金を受領したときは、相当額を運営費交付金債務として整理するものとする。

運営費交付金債務は、流動負債に属するものとする。なお、公立大学法人については、当該年度に係る授業料

を受領したときは、相当額を授業料債務として、運営費交付金債務同様に整理するものとする。

2 運営費交付金債務は中期目標の期間中は業務の進行に応じて収益化を行うものとする。なお、公立大学法人

については、運営費交付金債務及び授業料債務は、中期目標の期間中は原則として業務の進行が期間の進行

に対応するものとして収益化を行うものとするが、他の方法により収益化することがより適当であると認め

られる場合には、当該方法により収益化することができる。

3 運営費交付金債務は、次の中期目標の期間に繰り越すことはできず、中期目標の期間の最後の事業年度の期

末処理において、これを全額収益に振り替えなければならない。

4 略

第88 中期目標の期間の最後の事業年度の利益処分

地方独立行政法人の中期目標の期間の最後の事業年度においては、当期未処分利益は、積立金として整理し

なければならない。目的積立金及び前中期目標期間繰越積立金が残っている場合は、積立金に振り替えなけれ

ばならない。（注 58）

＜注 58＞中期目標の期間の最後の事業年度の利益処分について

1 地方独立行政法人制度においては、中期目標による運営・評価のシステムが導入されており、運営費交付

金のルール設定等財務関係においても一の中期目標及びそれに基づく中期計画の期間を一つの区切りとし

ているところである。そのような地方独立行政法人においては、運営費交付金等をこの中期目標の期間の
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終了時に精算するという考え方に立っていることから、最終年度に損益計算上の利益が生じた場合であっ

ても法第 40 条第 3項の処理は行わないほか、目的積立金や前中期目標期間繰越積立金が使用されずに残っ

ていた場合は、中期目標の期間の最後の事業年度の利益処分時において、積立金に振り替えることを要す

るものである。

2 法第 40 条第 4項に基づいて積立金を次の中期目標の期間に繰り越すこととされている地方独立行政法人

においては、利益の処分又は損失の処理に関する書類のほか、設立団体納付金の計算書の作成を要する。

当該計算書においては、中期目標の期間の最後の事業年度に係る利益処分を行った後の積立金の総額並び

にその処分先である設立団体納付金の額及び前中期目標期間繰越積立金として次の中期目標の期間に繰り

越される金額を記載するものとする。


